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の重点項⽬について戦略的・計画的に取り組んでいきます。
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I o T等の新技術による社会や経済の

課題解決と先導的実証

＜お問い合わせ先＞ 無線通信部 企画調整課 011-709-2311 内線４６２３ １

● 世界一安全なスキー場等を目指すICT利活用の推進協議会の実施

GPS衛星

携帯電話基地局サービスエリア雪上

雪中

携帯電話
基地局

携帯電話通信エリア外
＜通話圏外＞

携帯電話通信エリア内
＜通話圏内＞

臨時携帯電話基地局

北海道には国内外から登山やスキーに多くの人が訪れ、遭難事故も発生しています。スキー場、警察及

び消防等の捜索救助機関にとって、遭難者を早期に発見し救助することが求められています。このため、遭

難者の位置を正確に、かつ、できるだけ早く特定する手段として、現在広く普及している携帯・スマホ等を活

用できないかという視点で調査検討を行っています。

本調査検討会では、遭難者が雪に埋もれた状況においても、遭難場所をいち早く特定できる捜索システム

を実現するため、技術的検証を含む調査検討を行い、平成２９年３月を目途に報告書を取りまとめる予定で

す。

これらの課題を解決するため、スマート

フォンやWi-Fi、多言語音声翻訳システム

（多言語音声翻訳アプリ「ＶｏｉｃｅＴｒａ（ボイ

ストラ）」）等のICTを利活用し、利便性を高

めて「世界一安全なスキー場」の実現を目

指すことを目的とした推進協議会を開催し

ています。

この協議会では、地元自治体の首長や

観光協会会長、捜索関係機関等が参加し、

ICTを利活用したスキー場の安全対策や

地域活性化方策等について検討が重ねら

れています。

● 携帯・スマホ等を活用した遭難者の位置特定に関する調査検討

北海道のスキーリゾート地には、国内はもとより、オーストラリアをはじめとする海外からも多くのスキーヤ

ーが訪れます。

一方で、スキーヤーに対するゲレンデ情報、気象・雪崩情報などの適確な提供、捜索・救難、救急搬送の

際の手際よい対応などが課題となっており、多言語対応も含めた多面的な対処が求められています。

第３回 協議会

Ⅰ地域社会や地域経済の強化のためのICT利活用の推進
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● 地域に貢献する研究開発の推進（SCOPE)

２
＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 情報通信連携推進課 011-709-2311 内線４７６３

ICT分野において新規性に富む研究開発課題を大学・独立行政法人・企業等の研究機関などから広く公

募し、研究を委託する「戦略的情報通信研究開発推進事業（ＳＣＯＰＥ）」に取り組んでいます。この事業によ

り、未来社会における新たな価値創造、若手ＩＣＴ研究者の育成、中小企業の斬新な技術の発掘、ICTの利活

用による地域の活性化等を推進します。

また、SCOPEの研究成果を広くＰＲし、研究者と企業等とのマッチングを図るなど社会実装の支援を推進し

ています。

牛の体動や筋電によるノイズを除去可能な

STc間隔抽出アルゴリズムを開発

産次（分娩の回数）を入力し、30秒間
心電図を測定すると、Ca推定値が出力

無線式携帯型心電計を利用した
乳牛の血中カルシウム濃度解析システム

◆成果事例◆

総務省
（プログラムディレクター、プログラムオフィサー）

課題の評価を依頼

評価結果を報告

評価委員会
（2段階評価）

提
案 研究開発を委託公

募

⺠間企業 ⼤学等 地⽅⾃治体などの
研究機関

研究者
（研究機関）

◆公募から研究委託までの仕組み◆

「平成２７年度
ＩＣＴ普及・研究開発推進セミナー」
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低カルシウム⾎症の迅速な診断により、⺟⽜が分娩後に起⽴不能や死に⾄るリスクを
即座に判断することが可能となりました。

Ⅰ地域社会や地域経済の強化のためのICT利活用の推進



３

● ICTを利活用した農業の高度化等推進

＜お問い合わせ先＞ 無線通信部 企画調整課 011-709-2311 内線４６２３
無線通信部 陸上課 011-709-2311 内線４６５３

農業ビッグデータ
の利活用

農業のロボット化

省力化による農業生産性の向上
作物の品質向上、生産コストの削減
熟練農家の知識・知恵・営農ノウハウ

の活用による新規就農の促進
農作物の安全性と農地環境の保全

労働力不足の解決により・・・

ＲＴＫ－ＧＰＳシステムによる無人ロボットトラクター

北海道の主要産業の一つである農業は、営農戸数の減少、就業者の高齢化による労働力不足、さらには

厳しい価格競争にさらされるなどの課題を抱えています。このような課題の解決手段としてＩＣＴの利活用に期

待が寄せられています。

北海道総合通信局では、北海道の農業従事者、学識経験者及びＩＣＴ関連メーカー等との連携の下、 「ＩＣＴ

を活用した農業の高度化等推進に関する勉強会」を開催し、北海道におけるＩＣＴを利活用した農業の高度化

を推進しています。

現在、ＧＰＳ補正信号等を無線でトラクターに伝送するＧＰＳ高度利用システム（ＲＴＫ－ＧＰＳ）を活用した無

人ロボットトラクターが実用化に向けて検討されています。

補強信号
（位置補正信号）

生育情報

準天頂衛星 センサーカメラ付き
ＵＡＶ（無人飛行機）

ＧＰＳ

ＧＰＳ信号

観測センサー
ネットカメラ

基地局
タブレット端末

◆ICTを利活用した農業の高度化イメージ◆
RTK‐GPS: Real Time Kinematic GPSの略で、既知点からの補

正観測情報を無線等を利用して移動局に送信し、移動局の
位置をリアルタイムで測定する方法。精度は数cm程度。

ＲＴＫ－ＧＰＳシステムによる
無人ロボットトラクター

収穫情報
作業履歴

Ⅰ地域社会や地域経済の強化のためのICT利活用の推進

農業ビッグデータ
の利活用

データ分析センター

収集されたデータは、データ分析
センターに伝送され、高度に活用

収

収集データ

収

分析データ



地域の未来をになう技術創出と人材育成

４

● 情報通信分野の企業支援

総務省では、グローバル競争が激化する中で、イノベーションの担い手として期待される情報通信分野の

中小・ベンチャー企業等や起業家を目指す方に対し、様々な支援を行っています。

② 新たなイノベーションの創出支援

■ 独創的な人向け特別枠
「異能(Inno)vation」の推進

ICT分野において、破壊的な地球規模の価値

創造につながるイノベーションの芽を育てるた

め、大いなる可能性がある野心的なICT研究課

題に挑戦する独創的な人材を支援しています。

■ I-Challenge ! 
<ICTイノベーション創出チャレンジプログラム>の推進

ICT分野において研究開発と事業化の間の障

壁（「死の谷」）を乗り越えるため、抜きん出た技

術やアイデアを持つベンチャー企業と、優れた実

績を持つベンチャーキャピタル等のチームによる

研究開発や事業育成の取組を支援しています。

① 人材的支援
■ ビジネスプラン発表会等の開催

北海道における ICTベンチャーの担い手とな

り得る人材の発掘を目的に、関係機関等との連携

により、ビジネスプラン発表会や学生向けのセ

ミナー等を開催。

「ビジネスプラン発表会」の開催

★ビジネスアイディア・プレゼンテーション
★メンタリング

「学生向け スキルアップセミナー」の開催

★STAGE１ ビジネスプラン・アイディアソン
★STAGE２ ビジネスプラン・プレゼンテーション

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 情報通信連携推進課 011-709-2311 内線４７６６

グループ討議の様子

発表会の様子

Ⅰ地域社会や地域経済の強化のためのICT利活用の推進
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● 地域ICT基盤の整備

地域の活力を支える情報通信環境整備

地域の活性化を図っていく上で重要かつ必要不可欠な超高速ブロードバンド基盤を整備するため、条件

不利地域等を有する地方公共団体の超高速ブロードバンド未整備地区への基盤整備を促進しています。

また、観光や防災の拠点での情報収集の利便性を高めるため、道内各市町村等のWi-Fi環境の整備をお

手伝いしています。

①【観光・防災Wi-Fiステーション整備事業】
②【公衆無線LAN環境整備支援事業】
・対象者：地方公共団体、第三セクター
・対象地域：①観光拠点及び防災拠点

②防災拠点
・補助率：地方公共団体 １／２

第三セクター １／３

【情報通信基盤整備推進補助金】
・対象者：地方公共団体
・対象地域：過疎地等の条件不利地域で固定系超高速
ブロードバンド未整備地域
・補助率：１／３（財政力指数０．３未満１／２）

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 情報通信振興課 011-709-2311 内線４７１６
５

防災拠点（避難所）
ソーラーパネル

アクセスポイント

ネットワークカメラ

照明

デジタルサイネージ

蓄電池

Wi‐Fi ステーション

◆超高速ブロードバンド基盤の整備◆

◆Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備◆

防災拠点では、
耐災害性の高いWi‐Fiにより、

来訪者や住民の
災害時の安全を確保

観光拠点では、
移動環境に適したWi‐Fiにより、

訪日外国人等、観光客
の利便性を向上

Ⅱ 活力を呼び込む情報通信環境の整備と情報発信の充実
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インター
ネット

電気通信事業者

教育施設等

一般世帯

医療機関等

市役所等



６

● ふるさとテレワークの推進

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 情報通信振興課 011-709-2311 内線４７１６

ICTを活用して、地方の

サテライトオフィス/テレ

ワークセンターにおいて、

東京などの都会と同じよう

に働く環境を実現し、都市

部から地方への人や仕事

の移動を創出するテレ

ワークを推進し、北海道の

活性化に取り組んでいま

す。

大学隣接型

旧光進小中学校を活用しテレワークセンターを開設

別海町

地域が運営・自立し、持続可能な地方創生モデルを実

現するため「滞在型テレワークモデル」、「企業機能の一

部移転モデル」、「企業人材育成・地域雇用支援」を検証

しました。（別海町）

地域の特性を活かし企業ニーズに応えるサテライトオフィスを４種類５拠点設置し、求められる機能とその
課題について検証しました。（北見市／斜里町の連携）

斜里町

北見市
職住一体型

自然隣接型

商店街利用型

◆平成26年度補正「ふるさとテレワーク推進のための地域実証事業」委託先◆

Ⅱ 活力を呼び込む情報通信環境の整備と情報発信の充実



７
＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 情報通信連携推進課 011-709-2311 内線４７６３

北海道内の放送局や映像クリエイターによる「映像コンテンツ」の海外展開を促進・支援し、世

界へ向け情報発信することにより、地域の活性化を進めます。

平成２７年度に実施した「地域の創意

工夫による地域経済活性化に資する放送

コンテンツ海外展開モデル事業」におい

ては、道内から３件の事業が採択されま

した。この事業により、北海道各地の魅

力を発信するコンテンツが制作され、タ

イや台湾等で放送されました。併せて、

ＳＮＳ等クロスメディアを活用したプロ

モーションも実施しました。

平成２８年度においても、北海道の魅

力を発信するコンテンツを制作・発信し、

連動したイベント等を開催する事業に対

して支援しています。

●放送コンテンツの海外展開の推進

I C Tを活用した地域の魅力発信

●ICTまち・ひと・しごと創生推進事業

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 情報通信振興課 011-709-2311 内線４７１３

≪森林資源の情報共有の例≫
岡山県真庭市の事例

クラウド化される大量の紙データ

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」において、地域の活性化を図っていく上で、ICTは有効なツールと位置付

けされています。これまでのICT街づくり推進事業の実証プロジェクトにおいて得られた成果や地方創生に資

する先進的な地域情報化の先進事例（成功モデル）を参考に、更に発展的に取り組もうとする自治体等（横

展開）への支援を行っています。

（成功モデルの例）
・ICTによる水産業における情報と資源の共有（地域情報化大賞２０１６ 総務大臣賞）
・クラウドを活用した森林資源の情報共有
・個人番号カードの活用を想定した母子健康情報の電子化 等

・北海道中川町
・ 福井県高浜町
・ 兵庫県佐用町
・ 鳥取県三朝町

入力

≪水産業における資源管理の例≫
地域情報化大賞２０１６

クラウドシステムとして、土地所有者情報や、ロボットセンサー（ラジコンヘリ）で把握した樹木の
分布情報や成育情報を整理し、市役所や森林組合が共有できる仕組みを構築。
森林資源分布や所有者の把握作業に以前は１日、２人がかりで１区画という作業時間が、大幅に削減

され、簡単なパソコン画面上の操作（１分程度）に短縮。

クラウド※

市役所 森林組合

利用 利用

ロボットセンサー等から収集した森林の現状データ

※森林情報高度利活用技術開発事業
（林野庁）における仕様の標準化

森林資源の
情報共有

入力

Ⅱ 活力を呼び込む情報通信環境の整備と情報発信の充実
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総務省では、世界の「言葉の壁」をなくし、グロー

バルで自由な交流を実現するため、情報通信研究

機構（以下、NICTという。）が開発した多言語音声

翻訳技術を高度化し、社会実装を推進する「グ

ローバルコミュニケーション計画」に取り組んでい

ます。

北海道総合通信局は、ＮＩＣＴが開発した多言語

音声翻訳アプリ「ＶｏｉｃｅＴｒａ（ボイストラ）」を、外国

人観光客が訪れる観光施設、イベント等での利活

用を推進し、また、日本語が話せない外国人の救

急搬送時等における円滑な意思疎通のツールとし

ての活用促進にも取り組んでいます。

● 多言語音声翻訳システムの普及・促進

VoiceTraの画面

個人利用に関しては「GooglePlay」「AppStore」
から無料でダウンロードできます。

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 情報通信連携推進課 011-709-2311 内線４７６６

８

● コンテンツ制作の裾野拡大やクリエーター等の人材育成

クリエーターの育成や作品発表の場の提供、地域からの情報

発信等を目的に、デジタルコンテンツに関するコンテストを実施し

ています。

① クールクルＨｏｋｋａｉｄｏ★スマホde映像コンテスト

北海道テレコム懇談会との共催で、北海道の魅力を発信する

映像等のコンテストを開催しています。

平成２７年度は、札幌駅前通地下歩行空間（チ・カ・ホ）にて「公

開審査・表彰式」を開催し、 １３６の応募作品の中から、優秀作

品の選出、表彰を行いました。

② 北海道映像コンテスト

北海道映像関連事業社協会等との共催で、毎年「北海道映

像コンテスト」を開催しています。

地域振興に寄与する優秀な作品に対しては「北海道総合通

信局長賞」を授与し、 翌年度の「電波の日・情報通信月間」記

念中央式典で表彰する「地域発デジタルコンテンツ総務大臣奨

励賞」に推薦することとしています。

クールクルＨｏｋｋａｉｄｏ ★
スマホde映像コンテスト 表彰式

最優秀賞 「We love Hokkaido ! -snow scene-」
（衣斐 明 氏（北海道映像提供サービス-doZou4K8K.com-）

地域発デジタルコンテンツ総務大臣奨励賞
表彰式（電波の日・情報通信月間記念中央式典にて）

受賞作品 「温泉街に、あかりをつけて。」（稚内北星学園大学）

Ⅱ 活力を呼び込む情報通信環境の整備と情報発信の充実



非常災害時における通信確保と情報共有

● 非常災害時等における自治体等との連携体制の強化
地震・津波、暴風、洪水、火山噴火などの災害が発生した場合に、被災地において必要な情報伝達が確保

できるよう、以下のような活動を通じて自治体及び防災関係機関との連携を強化しています。

・災害時の情報伝達方法や通信途絶時の措置に係る周知啓発

・ＩＣＴ利活用による住民への災害情報伝達の多重化の促進

・支援機材を使用した実践的防災訓練の参画

移動通信機器 移動電源⾞ 臨時災害放送局⽤機器

通信途絶の際、災害対応
活動時の連絡手段に活用

停電の際にICT機器等に電
源を供給

臨時災害放送局※を開設
し、生活情報等をきめ細や
かに提供

ＩＣＴ機器への電源供給訓練電源車の空輸訓練

※臨時災害放送局とは、非常災害時の被害軽減に役立つことを目的とし、自治体等が臨時
かつ一時的に開設することのできるFMラジオ放送局です。

＜お問い合わせ先＞ 防災対策推進室 011-747－6451 （直通）
９

１

◆北海道総合通信局 災害対策用支援機材◆

＜⽀援機材の詳細＞
□北海道総合通信局「防災ポータルサイト」

http://www.soumu.go.jp/soutsu/hokkaido/bousai‐portalsite.html

＜要請先＞ 北海道総合通信局 防災対策推進室（24時間体制で受付）
□011-747-6451 （直通）
□090-1525-0101（夜間、休⽇の緊急連絡は携帯電話番号を優先してお掛け下さい）

ⅢＩＣＴを活用した安心・安全な社会の構築



● 防災行政無線のデジタル化移行と整備促進

＜お問い合わせ先＞ 無線通信部 陸上課 011-709-2311 内線４６５４

市町村防災行政無線は、同報系（主に住

民への情報伝達）と移動系（自治体の情報

収集・連絡）で構成されます。

近年の大規模災害の発生を機に、その

必要性はこれまで以上に高まっており、

地域の実情に合ったシステムを構築するこ

とが重要です。

また、デジタル化により多彩な機能が付

加され、より迅速・確実な情報伝達が可能

となります。

北海道総合通信局は、道内の市町村に

対し情報提供や助言を行い、システムのデ

ジタル化移行と整備促進を図っています。

●Ｌアラートの普及促進

＜総務省・マルティメディア振興センターリーフレットから抜粋＞

【Ｌアラートのメリット】
• 地域住民は、多様なメディアを通じて、防災
情報を迅速に知ることが可能。

• 自治体等は、多数のメディアに一斉に情報
提供できるため、災害対応時の負担が軽減
できる。

• メディアは、データ入力の手間を省いた確実・
迅速な情報伝達が可能。

Ｌアラート（エルアラート）は、自治体等が発信す
る地域（Local）情報を集約し、テレビやインターネッ
ト等の様々なメディアに一括して配信する共通基盤
です。

＜お問い合わせ先＞ 防災対策推進室 011-747-6451 （直通）

北海道総合通信局では、平成２８年２月に「北海
道Ｌアラート利活用連絡会」を発足し、関係者の連
携と利活用促進に取り組んでいます。

1０

市町村防災行政無線概念図

※Ｌアラートは総務省が推進し、⼀般財団法⼈マルチメディア振興センターが運営しています。

ⅢＩＣＴを活用した安心・安全な社会の構築



● 北海道地方非常通信協議会との連携

災害発生時に固定電話・携帯電話などの一般通信回線

や都道府県が構築して経常的に使用している通信回線が
使用できなくなった場合に備えて、関係機関による非常通

信協議会を組織し、市町村と都道府県、都道府県と内閣府
の間の通信を確保するため非常通信ルートを策定し、
毎年、非常通信訓練を実施しています。

＜お問い合わせ先＞ 無線通信部 陸上課 011-709-2311 内線４６５４

● 海難時等に有効な海上通信システムの普及促進

＜お問い合わせ先＞ 無線通信部 航空海上課 011-709-2311 内線４６３５

以前は、船舶に搭載される無線設備が船舶の規模や用途によって異なるため、洋上でこれらの船舶が接

近し危険回避行動が必要となった場合に相互の連絡に支障をきたすことがありました。

このため、特に大型船と小型船の相互連絡を可能とする「船舶共通通信システム（国際ＶＨＦ）」及び船名

や位置・速度・進行方向等の情報を周囲の船舶や海岸局に自動送信することで衝突防止・安全航行に高い

効果が期待できる「簡易型ＡＩＳ（船舶自動識別装置）」を普及させることが急務となっています。

また、平成２７年８月から、個人が海上で遭難した際に捜索救助機関へ通報することが可能となる「携帯用

位置標示無線標識（ＰＬＢ）」が利用できるようになりました。

北海道総合通信局では、これら海難防止や救助活動に有効な海上通信システムの普及促進に努めていま

す。

船舶共通通信システム
（国際ＶＨＦ）

簡易型ＡＩＳ
（船舶自動識別装置）

携帯用位置標示無線標識
（ＰＬＢ）

11

非常通信訓練の実施

セミナーや講演会を開催し、非常災害時における情報伝

達手段の確保の重要性などについて周知・啓発を行って

います。

また災害に備えた知識や情報を広く提供することにより、

防災・減災の活動に役立てています。

周知・啓発活動

Ⅲ ICTを活用した安心・安全な社会の構築

非常通信セミナー



無線局の申請・届出などの行政手続は、インターネットを利用して、いつでも、どこからでも行うことができ

ます（電子申請）。これまで、郵送や総合通信局の窓口に出向いて紙によって行われていた申請・届出など

の手続が、インターネットに接続されたパソコンを使って簡単にできるシステムが構築されています。

北海道総合通信局は、便利で経済的な無線局の電子申請を一層普及させるための取組を強化しています。

◆電子申請のメリット
・いつでもどこでも手続可能
・いつでも申請履歴を確認
・電子申請なら手数料が書面
申請の約3分の２

アマチュア局のためのユーザID・
パスワードを使ったカンタン申請
です。

● 無線局電子申請の利用促進

総務省 電波利用 電子申請・届出システムのポータルサイト
http://www.denpa.soumu.go.jp/public/index.html

安心安全なICT利用環境の確保

● 青少年のインターネット・リテラシー向上の取組

インターネットや携帯電話・スマートフォンの普及に伴い、青少年を

始め、保護者、教職員等が適切なインターネット利活用能力を習得で

きるよう取組を推進しています。

春の卒業・進学・新入学の時期に合わせ「春のあんしん・ネット新学

期一斉行動」として関係府省庁・関係事業者等と協力し、学校での説

明会や地域での啓発活動を通じて、フィルタリングの推進やインター

ネット・リテラシー向上に取り組んでいます。

＜お問い合わせ先＞ 情報通信部 電気通信事業課 011-709-2311 内線４７０４

1２
＜お問い合わせ先＞ 無線通信部 企画調整課 011-709-2311 内線４６２９

また、インターネットやソーシャ

ルメディアの安心・安全な使い方

や利用者がトラブルに巻き込ま

れることを防ぐための「ｅ－ネット

安心講座（ｅ－ネットキャラバン）」

の開催や周知・広報活動を関係

団体と連携して行っています。

「情報通信の安心安全な利用のた
めの標語」パンフレット

標語の作成・応募や表彰等を通じてイン
ターネット・リテラシー向上に寄与する活動と
して平成20年度から毎年実施しています。

Ⅲ ICTを活用した安心・安全な社会の構築
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北海道アマチュア無線セミナー2016
「電子申請・体験ブース」



1３

良好な電波利用環境の確保

● 安心・安全な電波利用環境の保護・維持

● 重要無線通信妨害に対する迅速な対応

＜お問い合わせ先＞ 不法無線局、妨害・混信等申告窓口 011-737-0099 （直通）

消火活動や救命業務
ができない！

（消防・救急用無線
への妨害）

携帯電話が使えない！

（携帯電話システム
への妨害）

クリーンな電波利用環境を確保するため、新聞・ラ

ジオ、車両広告、ポスターの掲示等により電波のルー

ルに関する広報活動を展開しています。また、ダンプ

等の大型車両が法令を守らないでアマチュア無線な

どを使用するケースも多いことから、公共工事や農産

物輸送、除排雪などの関係団体を通じて適切な電波

利用を促しています。

一方、最近では国内で使用できない外国規格の無

線機や免許が必要な電波を発射する無線機器である

にもかかわらず、免許不要の「微弱」と偽って販売さ

れる機器も多いことから、このような機器に関する周

知啓発や販売抑制にも重点的に取り組んでいます。

電波は有限な資源であり、多くのユーザーが共用し

ています。混信妨害を避けるためにはお互いがルー

ルを守って運用することが大切です。

北海道総合通信局では、日常的に電波監視を行い、

指導や電波の規正を行っています。

平成28年度電波利用環境保護ポスター

Ⅲ ICTを活用した安心・安全な社会の構築
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人命や財産を守り、私たちの暮らしを支える

警察、消防、航空などの通信は、「重要無線通

信」として扱われています。 これらの通信に混

信や妨害が発生した場合には、一刻も早く排除

しなければなりません。

今日の情報社会では、工場等はもとより、家

庭やオフィスでも多くの電子機器が使用されて

おり、これらの機器から副次的に発射される不

要電波や通信機器の誤動作が原因で、重要無

線通信を妨害する事例も多く発生しています。

北海道総合通信局では、専門的な知識をもっ

た職員が妨害発生現場に駆けつけ、早期に障

害を解消するとともに、原因の特定と技術的な

調査・分析を行うことにより再発防止にも努め

ています。



北海道総合通信局の組織と主な業務＜管轄区域：北海道＞ 電話 ０１１－７０９－２３１１（代表）

ご相談窓⼝はこちら→→→ 
※電話の受付は、土、日、祝日、
年末年始（12/29～1/3）を除く
8:30～12:00、13:00～17:00です。

電波利用料に関するお問い合わせ ０１１－７０９－６０００（直通）

電気通信サービス・消費者相談 ０１１－７０９－３９５６（直通）

テレビ・ラジオの受信障害 ０１１－７３７－００３３（直通）

無線局の混信妨害・不要電波障害 ０１１－７３７－００９９（直通）

情報通信行政全般に関すること ０１１－７０９－３５５０（直通）

総 務 課

企 画 広 報 室

財 務 課

信 書 便 監 理 官

情報通信行政に関する相談業務 ０１１－７０９－３５５０（直通）

ＩＣＴを活用した自治体向け防災・減災のための対策の推進 ０１１－７４７－６４５１（直通）

電気通信サービスの利用環境整備 内線 ４７０４

電気通信事業者の監理監督 内線 ４７０５

電気通信サービスの消費者保護 内線 ４７０６

ＩＣＴ分野の研究開発促進 内線 ４７６４

ＩＣＴ分野の産学官連携の推進、コンテンツ流通の促進 内線 ４７６５

ＩＣＴによる地域振興 内線 ４７１６

情報通信基盤整備の支援 内線 ４７１４

ＩＣＴ利活用の普及促進 内線 ４７１５

放送事業者の監理監督 内線 ４６６４

放送・有線放送関係無線局の許認可 内線 ４６６５

放送の強靱化 内線 ４６６７

有線放送事業者の監理監督 内線 ４６７４

地域放送の普及促進 内線 ４６７５

電 波 利 用 環 境 課

企 画 調 整 課

航 空 海 上 課

陸 上 課

監 視 課

調 査 課

電波利用の促進、周波数管理、調査検討会 内線４６２４

電波の利用状況調査、無線局等の電子申請の普及促進 内線４６２５

航空関係無線局の許認可 内線４６３４

海上関係無線局の許認可 内線４６３５

無線従事者の免許、養成課程の認可 内線４６１５

陸上関係無線局の許認可（国）、電波伝搬障害の防止 内線４６４４

陸上関係無線局の許認可（電気通信事業者） 内線４６４５

陸上関係無線局の許認可（自治体、ガス、新聞）、防災行政無線の整備促進 内線４６５４

陸上関係無線局の許認可（アマチュア無線、電気） 内線４６５５

陸上関係無線局の許認可（簡易無線、ＭＣＡ無線） 内線４６５６

陸上関係無線局の許認可（タクシー、ハイヤー、バス、鉄道、業務用無線） 内線４６５７

登録検査等事業者の登録等、電波利用環境保護に関する周知啓発 内線４７４４

高周波利用設備の許可等、電波の安全性に関する説明会の開催 内線４７４５

無線局の運用等の監査指導等、電波の監視（ＶＨＦ帯） 内線４７２５

無線局の運用等の監査指導等、電波の監視（ＵＨＦ帯） 内線４７２６

電波監視システムの維持管理・整備 内線４７３４

電波の発射状況調査 内線４７３５

不法無線局の探査・調査 内線４７３６

重要無線通信などに対する混信妨害源調査 内線４７３７

編集・発行 総務省 北海道総合通信局
〒060-8795
札幌市北区北８条西２－１－１ 札幌第１合同庁舎内
TEL : ０１１－７０９－２３１１ （内線4686）
FAX : ０１１－７０９－２４８１

http://www.soumu.go.jp/soutsu/hokkaido/
http://www.facebook.com/08hokkaidoBt
http://twitter.com/08hokkaidoBt

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
Facebook
Twitter

局の所掌事務に関する総合調整、庶務 内線 ４６０４

文書管理、非常災害時の情報の取りまとめ 内線 ４６１７

人事、共済組合、職員の福利厚生 内線 ４６０７

総合的施策の企画立案、局内の情報セキュリティ対策 内線 ４６８５

広報、情報公開、個人情報保護、閲覧窓口 内線 ４６８６

局の予算の執行、経理 内線 ４６０８

資材、財産の管理 内線 ４６０９

電波利用料の徴収 内線 ４６２８

電波利用料の徴収（滞納関係） 内線 ４６２７

信書便事業に関する許認可、参入支援 内線 ４６８４


